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研究成果の概要（和文）：　本共同研究は、日本の議会政治を取り巻く「混迷状態」を解消・克服するための方策を、
二院制に関する「動態論」と「規範論」の交差的研究を通じて探究しようとするものである。
　イタリアやフランスでは「規範論」がどちらかといえば「動態論」に優位し、そのことが制度改革をめぐる活発な議
論に結びついているように思われる。これに対して、イギリス、ドイツ、オーストラリアでは「動態論」のほうが優位
し、そのため制度改革よりも二院制の運用に関わるアクター間の合意形成による問題解決が試みられているとの印象を
持った。日本における議論は前者に位置づけられようが、制度改革がなかなか進まないというのが現状である。

研究成果の概要（英文）：　The Japanese parliamentary politics is in a confusion state. Our study is going 
to research the measures that dissolve and overcome this "confusion state" through a investigation of the 
intersection of "a dynamic theory" and "a normative theory" about the bicameral system.
 A normative theory does predominance in a dynamic theory in Italy and France, and it seems to be tied to 
an active argument over the system reform in two countries. In contrast, we had an impression that "a 
dynamic theory" did predominance in U.K., Germany, and Australia. The argument in Japan is placed to the 
former, but the institutional reforms do not readily advance.

研究分野：憲法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 日本の議会政治は、依然として、「混迷状
態」にある。いわゆる「ねじれ国会」あるい
は「逆転国会」は解消したが、その後、参議
院の「衆議院のカーボンコピー化」ともいう
べき現象が再現しており、議会政治の「機能
不全」が常態化している。その一因を、日本
国憲法における二院制の運用の「病理」に求
めても的外れとはいえないであろう。本共同
研究は、このような問題意識や背景のもとに
開始された。 
 
２．研究の目的 
 
 本共同研究の目的は、「日本国憲法におけ
る二院制の適正な位置づけと機能」を探るこ
とであった。すなわち、本共同研究は、議会
政治を取り巻く「混迷状態」を解消・克服す
るための方策を、二院制に関する「動態論」
と「規範論」の交差的研究を通じて探究しよ
うとするものである。 
 具体的には、「政権交代の繰り返し」等に
基づく二院制に関わるアクター（主に与野
党）間の合意形成による「混迷状態」からの
脱出アプローチと憲法の定める統治構造に
関わる規範群に基づいた制度改革指向的な
アプローチとを交差させた研究を試みた。 
また、その成果を、国内の研究者・実務家だ
けでなく、国際シンポジウムの開催等を通じ
て、外国の研究者へ発信することも研究目的
とされた。 
 
３．研究の方法 
 
 本共同研究では、まず研究分担者について、
「国内担当」・「外国担当」の軸と「動態論」・
「規範論」の軸を交差させながら、《歴史分
析班》、《現状分析班》、《外国分析班》、《理論
分析班》の４班に分けて研究を遂行した。そ
れらの成果を、内部的な研究会で突き合わせ
るとともに、複数の国際シンポジウムを通じ
て国内外の研究者に発信した。 
 なお、本共同研究の方法的特色は、何より
も、異なる分野に属する人々の相互交流と共
同作業によって遂行されたことにある。具体
的には、国を異にする人々の間での学術交流、
そして異なる学問領域に属する人々、例えば、
憲法学者、政治学者、立法実務家の参加と協
力を得て行われた。 
 
４．研究成果 
 
 ３年間に開催された研究会や国際シンポ
ジウムにおける議論を通じて、主要国におけ
る二院制の「規範論」と「動態論」の関わり
方がより明確になったと評価している。イタ
リアやフランスでは「規範論」がどちらかと
いえば「動態論」に優位し、そのことが制度
改革をめぐる活発な議論に結びついている

ように思われる。これに対して、イギリス、
ドイツ、オーストラリアでは「動態論」のほ
うが優位し、そのため制度改革よりも二院制
の運用に関わるアクター間の合意形成によ
る問題解決が試みられているとの印象を持
った。 
 日本における議論のありようは前者に位
置づけられようが、制度改革がなかなか進ま
ないというのが現状である。そこで問題とな
るのが、政党制度と選挙制度のありかたであ
る。「規範論」と「動態論」を交差させるに
は、この両者の結び付き方の研究が不可欠で
ある。 
 なお、研究成果の国際的な発信活動の一環
として、研究代表者は、2014 年 6 月にノルウ
ェーのオスロ大学で開催された「国際憲法学
会第 9 回世界大会」の部会（「直接民主政」）
にペーパーを提出しコメントを行った（論究
ジュリスト 11 号 190－191 頁参照）。 
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